
千円 千円 千円

3,798,196 3,553,037 245,159

3,685,845 3,549,459 136,386

3,483,768 3,332,723 151,045 基本料金及び従量料金

8,162 8,220 △58 給水装置の修繕等の受託工事による収入

193,915 208,516 △14,601 下水道事務取扱等の収入

112,350 3,577 108,773

376 360 16 預金利息の収入

児童手当他会計補助金

1,347 1,405 △58 水道施設損傷弁償金その他の収入

1 1 0

1 1 0

千円 千円 千円

3,660,113 3,511,633 148,480

3,472,316 3,349,333 122,983

1,959,382 1,919,006 40,376

373,923 332,030 41,893

13,099 14,979 △1,880

181,052 206,017 △24,965

228,487 212,828 15,659 水道事業の総括的な管理に要する費用

644,830 623,906 20,924 固定資産の減価償却費

71,543 40,567 30,976 固定資産の除却費及び棚卸資産の減耗費

0 0 0 その他営業上の費用

161,740 159,299 2,441

109,852 117,249 △7,397 企業債及び借入金に対する支払利息

12,050 12,050 0 その他雑費用

39,838 30,000 9,838 消費税及び地方消費税

1 23,056

1 1 0

0 会計制度改正により移行時のみに生じる損失

0 会計制度改正により移行時のみに生じる損失

3,000 3,000 0

3,000 3,000 0

給水装置の新設、改造増設、撤去及び修繕等の受
託工事に要する費用

6,102

23,057

支　　出

本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減 備　　　　　　　考

取水、給水に要する動力費並びに取水配水施設の
維持に要する費用

16,954

6,102

長 期 前 受 金 戻 入 0108,791

雑 収 益

108,791

16,954

1,836 1,812

平成２６年度 武蔵野市水道事業会計　予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　入

本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減 備　　　　　　　考款　項　 目

資 産 減 耗 費

水道事業収益

そ の 他 営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

給 水 収 益

営 業 収 益

他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

配水管等浄水の配水に係る設備並びに給水装置に
付属するメータその他の設備の維持に要する費用

配 水 及 び 給 水 費

原 水 及 び 浄 水 費

減 価 償 却 費

水道料金の調定及び収納に要する費用

受 託 工 事 費

24

貸 倒 損 失

目

過 年 度 損 益 修 正 益

雑 支 出

水 道 事 業 費

予 備 費

過 年 度 損 益 修 正 損

総 係 費

予 備 費

賞 与 引 当 金 繰 入 額

繰延収益に計上された長期前受金が減価償却見合
い分として収益化されたもの

特 別 利 益

消 費 税

特 別 損 失

営 業 費 用

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

そ の 他 営 業 費 用

業 務 費

款　項　

水道事業会計

－458－



千円 千円 千円

17,572 36,740 △19,168

1 1 0

1 1 0 不用固定資産の売却代金

17,571 36,739 △19,168

17,571 36,739 △19,168 消火栓移設及び受託工事等に伴う工事負担金

千円 千円 千円

947,265 1,041,403 △94,138

667,489 769,024 △101,535

78,270 △11,600 水道施設改良工事に要する人件費及び需要費

381,811 △138,046

198,540 159,980 38,560 水源施設・浄水場改良工事に要する費用

20,468 10,917 9,551 資産購入に要する費用

278,776 271,379 7,397

278,776 271,379 7,397 企業債年賦償還本年度元金償還額

1,000 1,000 0

1,000 1,000 0

備　　　　　　　考本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

収　　入

本年度予定額 前年度予定額

519,857

66,670

比 較 増 減 備　　　　　　　考

配水管・補助管等の新設・改良及び消火栓の新設
等受託工事に要する経費

支　　出

資本的収入及び支出

款　項　 目

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産
売 却 代 金

款　項　 目

負 担 金

企業債償還金

企 業 債 償 還 金

予 備 費

予 備 費

事 務 費

建 設 改 良 費

配 水 施 設 費

原 水 及 び 浄 水 施 設
改 良 工 事 費

営 業 設 備 費

負 担 金

資 本 的 支 出

資 本 的 収 入

水道事業会計
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460 461



462 463



464 465



466 467



468 469



470 471



472 473



474 475



（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 87,877

　　　減価償却費 644,830

　　　資産減耗費 71,543

　　　退職給付引当金の増減額（△は減少） 30,661

　　　長期前受金戻入額 △ 108,791

　　　受取利息及び受取配当金 △ 376

　　　支払利息 109,852

　　　未収入金の増減額（△は増加） △ 381,578

　　　未払金の増減額（△は減少） 235,377

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 5,726

　　　その他の負債の増減額（△は減少） 23,056

　　　小計 706,725

　　　利息及び配当金の受取額 376

　　　利息の支払額 △ 109,852

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 597,249

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 618,966

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 463

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 619,429

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 278,776

　　　負担金の拠出 17,508

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 261,268

資金増減額（△は減少） △ 283,448

資金期首残高 1,333,315

資金期末残高 1,049,867

平成26年度武蔵野市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
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（単位：千円）

１

(1)

イ 222,028

ロ 353,586

226,198 127,388

ハ 21,647,677

7,939,164 13,708,513

ニ 4,089,458

2,430,177 1,659,281

ホ 11,366

10,849 517

ヘ 124,357

114,391 9,966

15,727,693

(2)

イ 73

ロ 939

1,012

15,728,705

２

(1) 1,049,867

(2) 1,111,540

6,102 1,105,438

(3) 6,854

2,162,159

17,890,864

施 設 利 用 権

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

平成26年度武蔵野市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成27年３月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

水道（予定貸借対照表・当年度分）
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（単位：千円）

３

(1)
イ

3,983,426

3,983,426

(2)

イ 320,332

320,332

4,303,758

４

(1)

イ 286,425

286,425

(2) 791,263

(3) 134,664

(4)

イ 22,339

22,339

1,234,691

５

(1) 3,837,507

(2) 1,372,507

2,465,000

8,003,449

６ 7,792,776

７

(1)

イ 33,854

33,854

(2)

イ 1,441,783

ロ 531,125

ハ 87,877

2,060,785

2,094,639

9,887,415

17,890,864

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

繰 延 収 益

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

預 り 金

引 当 金

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

流 動 負 債

引 当 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

負 債 合 計

固 定 負 債

企 業 債 合 計

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る 企 業 債

企 業 債

引 当 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

負　　債　　の　　部

負 債 資 本 合 計

固 定 負 債 合 計

負 担 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

剰 余 金

賞 与 引 当 金

減 債 積 立 金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

水道（予定貸借対照表・当年度分）
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1

(1) 3,213,570

(2) 7,246

(3) 200,269 3,421,085

2

(1) 1,818,815

(2) 280,138

(3) 11,988

(4) 184,092

(5) 200,524

(6) 622,764

(7) 40,567

(8) 0 3,158,888

262,197

3

(1) 384

(2) 838

(3) 2,631 3,853

4

(1) 116,248

(2) 7,717 123,965 △ 120,112

142,085

5

(1) 0

(2) 2,283 2,283

6

(1) 850,000 850,000 △ 847,717

705,632

0

705,632

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

固 定 資 産 売 却 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

受 取 利 息 及 び 配 当 金

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

当 年 度 純 損 失

営 業 外 収 益

雑 収 益

業 務 費

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

他 会 計 補 助 金

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

そ の 他 営 業 費 用

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

平成25年度武蔵野市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

営 業 収 益

（単位：千円）

水道（予定損益計算書・前年度分）
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（単位：千円）

1

(1)

イ 222,028

ロ 353,586

217,816 135,770

ハ 21,114,625

7,438,289 13,676,336

ニ 4,070,626

2,300,051 1,770,575

ホ 11,366

10,826 540

ヘ 123,431

108,966 14,465

15,819,714

(2)

イ 73

ロ 476

549

15,820,263

2

(1) 1,333,315

(2) 729,962

(3) 1,128

2,064,405

17,884,668

平成25年度武蔵野市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成26年３月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

施 設 利 用 権

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

水道（予定貸借対照表・前年度分）
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（単位：千円）

3

(1) 289,671

289,671

4

(1) 555,886

(2) 134,664

690,550

980,221

5

(1) 7,692,004

(2)

イ 4,548,627

4,548,627

12,240,631

6

(1)

イ 629,526

ロ 961,733

ハ 3,146,292

4,737,551

(2)

イ 100,772

ロ 531,125

ハ 705,632

△ 73,735

4,663,816

16,904,447

17,884,668

剰 余 金

借 入 資 本 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 都 補 助 金

負 担 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

未 払 金

預 り 金

自 己 資 本 金

企 業 債

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

減 債 積 立 金

退 職 給 与 引 当 金

資　　本　　の　　部

資 本 金

流 動 負 債

負 債 資 本 合 計

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

建 設 改 良 積 立 金

固 定 負 債 合 計

借 入 資 本 金 合 計

水道（予定貸借対照表・前年度分）
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成表示して

おります。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
たな卸資産の評価基準及び評価方法 
・貯蔵品  先入先出法による原価法によっております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産（リース資産を除く） 
有形固定資産については定額法を適用しております。ただし、水道事業の取替資産

（メータ）については取替法を適用しております。 
なお、平成26年３月31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等

で現に資本剰余金として整理している額については、平成26年３月31日以前に取得又
は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握で
きる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したこと
が明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理しており
ます。 

３ 引当金の計上方法 
（１）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計
上しております。 

（２）賞与引当金 
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額を計上しております。 
（３）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相
当する金額を計上しております。 
会計基準変更時差異（337,258,290円）については、平成26年度から職員の退職ま

での平均残余勤務年数（11年）にわたり、均等額を費用処理しております。 
なお、一般会計が負担すると見込まれる退職手当に係る引当金の計上はしており

ません。 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 
税抜方式によっております。 

Ⅱ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 
当企業は、水道事業のみを運営しているため「水道事業」のみを報告セグメントと

しています。 

２ 報告セグメントの営業収益等 
当企業は、水道事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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Ⅲ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース取引の処理方法 
リース料総額が 300 万円超のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理を行っている。 
リース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 
なお、リース取引開始日が平成 26年３月 31日以前のリース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

２ リース会計に係る特例措置 
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。 
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